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議会の議決

高速道路の保有

債務返済

建設

運営管理

投資家・金融機関

〈 株主 〉　財務大臣、東京都、神奈川県、
　　　　  埼玉県、横浜市、川崎市、千葉県

株主 49.99%
26.72%

8.28%

0.80%

財務大臣

東京都

神奈川県

千葉県
3.82%
川崎市

4.45%
横浜市

5.90%
埼玉県

債務残高は
P56参照

日本道路公団

阪神高速道路公団

本州四国連絡橋公団

首都高速道路公団

協定

国土交通大臣

首都高速道路株式会社
Metropolitan Expressway Company Limited
代表取締役社長　前田 信弘
東京都千代田区霞が関1-4-1
2005年10月1日
135億円
1,122人(2023年3月31日現在)

社 名

代 表 者
所 在 地
設 立
資 本 金
社 員 数

首都高の維持管理
お客さまに安全・安心に首都高をご
利用いただくため、点検、補修・補
強、清掃、緊急応急対応、積雪・凍結
対策を行っています。

駐車場やPAの運営・管理
高架下等を活用した駐車場や首都高
上のPAの運営・管理を行っています。

技術コンサルティング
高速道路事業において培った技術・
ノウハウを活用し、コンサルティング
事業として国内外で展開しています。

首都高の新設・改築
新規路線の整備や既存路線の改築
を行うことでネットワークの強化を図
り、渋滞緩和、移動時間の短縮や物流
の効率化等に取り組んでいます。

　当社は、「民間にできることは民間に委ねる」との政府の方針を受けて、2004年６月２日に成立した高速道路株式会社法及び日本道路公団等
民営化関係法施行法に基づき、それまでの首都高速道路公団（1959年設立）に代わる新しい組織として、2005年10月１日に設立されました。首都
高速道路公団と同様に、首都高の新設、改築、維持、修繕その他の管理を効率的に行うこと等により、道路交通の円滑化を図り、国民経済の健全
な発展と国民生活の向上に寄与することを事業目的に据えています。また、民営化に伴い高速道路事業に支障のない範囲内で、他の様々な事業
を行うことができるようになりました。

　当社は、高速道路機構と締結する「協定」に基づき、高速道路の建設及び管理等を行います。

　2005年10月1日に首都高速道路公団、日本道路公団、阪神高速道路公団及び本州四国連絡橋公団が解散し、高速道路の建設及び管理を
行う高速道路株式会社６社と高速道路資産の保有と債務の返済を行う高速道路機構が設立されました。
　高速道路機構は、各道路会社からの道路資産賃借料を原資として2065年度までに債務を完済することを計画しています。

当社の株主構成

首都高の大規模更新・大規模修繕
進行する構造物の高齢化に対応する
ため、道路構造物の造り替え等の更
新事業や修繕事業を進めています。

首都高の料金収受
限られた道路空間の中で、お客さま
により快適にご利用いただくため、
ETCを活用しながら効率的な料金
収受を行っています。

【当社の主な事業】

高速道路事業
【高速道路事業の運営スキーム】

関連事業

高速道路会社の民営化
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首都高の維持管理
お客さまに安全・安心に首都高をご
利用いただくため、点検、補修・補
強、清掃、緊急応急対応、積雪・凍結
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ノウハウを活用し、コンサルティング
事業として国内外で展開しています。

首都高の新設・改築
新規路線の整備や既存路線の改築
を行うことでネットワークの強化を図
り、渋滞緩和、移動時間の短縮や物流
の効率化等に取り組んでいます。

　当社は、「民間にできることは民間に委ねる」との政府の方針を受けて、2004年６月２日に成立した高速道路株式会社法及び日本道路公団等
民営化関係法施行法に基づき、それまでの首都高速道路公団（1959年設立）に代わる新しい組織として、2005年10月１日に設立されました。首都
高速道路公団と同様に、首都高の新設、改築、維持、修繕その他の管理を効率的に行うこと等により、道路交通の円滑化を図り、国民経済の健全
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　サステナビリティは企業のコミュニケーションの手段を
超えて今は企業戦略そのものとなった。コロナ禍は人々の
生活様式から価値観までも変えてしまい、アフターコロナに
入りつつある現在、企業はどのように戦略を変え、時代に適
応しようとしているのか示す必要がある。つまり、企業の開示
姿勢として財務情報だけでは足りず、非財務情報を合わせて
発信し、企業の立ち位置と将来像をステークホルダーに示す
ことを要請されているとみるべきである。
　この観点から同社のCSRレポートを読むと、随所に同社ら
しい考え方と方向性が示されている。たとえば、トップメッ
セージにおいて前田社長が言及している「カーボンニュート
ラル戦略」が特徴的で、すべて自社だけで行うのではなく、さ
まざまな分野の企業と協創して目標を達成する柔軟な姿勢
を打ち出している。
　また、P52に書かれた「サーキュレーション首都高」の取り
組みも同社らしい。標識や横断幕などの廃材を捨てるので
はなく、オリジナルバッグやキーホルダーに再生して活用す
る取り組み、いわゆるサーキュラーエコノミーのはしりであ
ると言えよう。しかも、この取り組みは社員からの自発的な
提案で実現したプロジェクトであるという。
　このように同社が時代の変化を敏感に感じ取り適応しよ
うとする姿が随所に表れており、高く評価できるレポートで
ある。
　一方、来年度から新中期経営計画に移行するにあたり、サ
ステナビリティを加速させるための留意点をいくつか指摘し
たい。
　一つ目は、P6の「首都高CSR方針」である。ステークホル

　小河さまには、「首都高CSRレポート2023」に対してご提言・ご評価をいただき、誠にありがとござい
ます。首都高グループは、首都圏の大動脈である首都高を通じて、日本の経済や社会に関して大きな社会
的責任を担っています。その責任を確実に果たし続けていくだけではなく、時代の変化に伴って、カーボン
ニュートラル戦略の推進など、様々な課題に取り組んでいます。
　こうした首都高グループの取り組みについて高く評価をいただきましたことは、首都高グループ一丸と
なって使命を果たす上で大変励みになると考えています。厚く御礼申し上げます。
　首都高グループは、このたびいただいたご意見を踏まえ、サステナビリティを浸透させるとともに、
ステークホルダーとの対話を続け、首都圏の豊かで快適な社会の創造に貢献するとともに持続可能な
社会の実現を目指した事業活動を引き続き推進してまいります。

「首都高CSRレポート2023」に対する第三者意見

第三者意見を受けて

早稲田大学卒業後、大手自動車関連メーカーを経て、ピッツバーグ大学
経営学修士（MBA）取得。三和総合研究所、PwCコンサルティングに
在籍し、2004年に独立。株式会社クレイグ・コンサルティングを設立し
現在に至る。サステナビリティのほか、経営戦略策定、組織風土改革など
を手がける。

PROFILE

株式会社クレイグ・コンサルティング
代表取締役

小河 光生 さま

首都高速道路サービス株式会社

料金収受

交通管理

維持修繕

首都高デジタル＆デザイン株式会社

首都高保険サポート株式会社

首都高パートナーズ株式会社

駐車場事業、PA事業等

技術コンサルティング事業等

保険代理店事業等

労働者派遣事業等

首都高技術株式会社

首都高メンテナンス西東京株式会社

首都高メンテナンス東東京株式会社

首都高メンテナンス神奈川株式会社

首都高電気メンテナンス株式会社

首都高ＥＴＣメンテナンス株式会社

首都高機械メンテナンス株式会社

首都高の料金収受業務

首都高の交通巡回業務、
管制業務、取締業務等

首都高の構造物等点検業務、
緊急補修業務、設備の監視業務等

用地管理等

首都高アソシエイト株式会社

首都高の用地業務、
工事広報業務等

首都高トールサービス西東京株式会社

首都高トールサービス東東京株式会社

首都高トールサービス神奈川株式会社
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【主要データ】

【組織体制 （2023年7月現在）】 【首都高グループ会社】

301.3

代表取締役　専務執行役員
藤井 健

327.2327.2 327.2327.2 327.2327.2

2022

3.53.5

東京西局

東京東局

神奈川局

更新・建設局

2,3582,358

高速道路事業 関連事業

首都高パトロール株式会社

首都高カー・サポート株式会社

ダーごとに方針が整理されているが、枠組みとしてESGを
使っても良いのではないか。前記のカーボンニュートラル戦
略をはじめとする環境面の施策に熱心に取り組んでいること
などから、ESGのシンプルな枠組みでレポートを構成する方
が読者にもわかりやすいのではないか。
　二つ目に、もっと「社員のために」ページを増やして前面に
出してはどうだろうか。同社の事業は交通インフラの運用だ
が、目立たない活動を黙々と遂行する大勢の社員に支えら
れている。レポートをよく読むと、社員が主体となったサー
ビス業の側面もあることがわかる。ちょうど時代は人的資本
経営を重視し始めていることから、もっと社員の働きがい、
やりがいにつながる情報発信を厚くしていきたい。たとえ
ば、「サーキュレーション首都高」のように社員提案制度によ
り実現したプロジェクトを紹介したり、CSRに関する社員座
談会の内容を紹介したりするなど。そういう活動をもっと前
面に出すことで人材採用面にも良い影響を与えるのではな
いか。
　第三に、サステナビリティの組織浸透を加速させたい。特
に若手社員層のサステナビリティに対する意識が相対的に
弱いと聞く。いわゆるZ世代はSDGｓネイティブ世代でもあ
る。もともと意識が低いということではなく、自分の仕事とサ
ステナビリティがつながらないことが原因であろう。たとえ
ば研修という形を取らずとも「10年後の首都高はどうなって
いたいか」といった若手座談会を企画して、その結果を紙面
に載せるなど工夫を凝らした浸透策を考えたい。
　新中期経営計画と一体となった同社のサステナビリティ
が今後どのように飛躍していくか期待して見ていきたい。
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